
1，はじめに

現行のバスク協同組合法前文において、協

同組合は社会的経済の一部であると明記して

いる。バスク協同組合法の条文そのものの中

に「社会的経済」という言葉はないが、それ

は法的規定である条文の性格上当然である。

それは日本国憲法条文に「我ら平和を希求

し」と明記し、条文本文の中にそうした自己

規定の文言がないのと同断である。バスク協

同組合法は、協同組合を社会的経済の構成要

素と認めることによって、協同組合運動の性

格規定では、世界的にもっとも先進的に位置

にあるといえる。

もとより法は諸刃の剣である。それは法の

対象となる事物にとって一方的に有利不利を

定めたものではなく、社会における事物の諸

関係にもとづく公権力による規制規則を示し

たものであり、現実の事物の存在と運動とは

別の規定性にすぎない。すなわち法は事物の

法的あり方を示したものにすぎない。とはい

え法が事物の社会的規範を拘束するものであ

ることも確かである。すなわち、協同組合法

は、協同組合を公権力及び社会の側からすな

わち外側から規制するものでもある。個別的

特殊的entityである協同組合の社会におけ

る権利義務の最低限を定めている。法律は対
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象そのもののあり方とは必ずしも一致しな

い。むしろ一致しないものである。極論すれ

ば協同組合運動は法律とは別物で、むしろ定

款や内規が自己規定として有用である。すな

わち、法とその対象は相互対立あるいは相互

浸透、言い換えれば共擬関係にあると言え

る。このような考えに基づいてバスク協同組

合法を見ていくという態度をとる限り、法律

条文が金科玉条であるという態度はもとより

とるものではない。以上のように法と運動と

の対立と支持というダイナミックな関係の中

で協同組合運動の現状の発展段階が示されて

るということを確認して、規範としての法律

について、内容的にどのような特徴があるの

か、とりわけ社会的経済という概念との関係

でどうなのかを見ていくことが本論の目的で

ある。

2．改正バスク協同組合法の前段

バスク協同組合法の特徴は2019年改正バ

スク協同組合法の前文から読み取ることがで

きる。法律前文のみを参考資料として文末に

付録としている。法タイトルは「Leyde

Cooperativa de Euskadi」である。エウスカ

デイとはバスク語でバスク国という意味であ

る。全文を見ていく前に、スペイン及びバス

クにおける協同組合法関連主要法規のうち主








































